
ギャンブルと利権⑤
利権事業としての賭博企業
　自由競争による企業競争を放置すると独占や不正競争を生むことは歴史が証明している。そのあめ不十分ながら独占禁止法のような後追い規制を資本主義国はしている。要するに、自然によき企業、よき経営がなされるというのは「万人が万人の狼」でありうる社会では甘い期待である。
自由競争の企業は様々な「悪」を生じることがある。まして「特権」「特許」を持って生まれる企業は、その活動の外部に対する関係でもその利益の配分関係でも、「悪」の元になる。せめて社会に常に公開、是正されていなければ企業内部に不当な利益が私有化され、いわゆる利権企業の悪業をなすことになる。
現在、社会では企業は多かれ少なかれ経営方針、業務の規格が事細かに決められている。完全な野放しの企業による野放し事業はない。しかし、企業は常に獲得した地位、営業方法が利権化しうる。企業の資材、エネルギー源から販売品、企業に働く労働まで、「自由競争市場」というも利権化により特定企業の利益と逆に他の不利益を生んでいる。
自由に企業経営させないで政府（自治体）が特許的に経営する事業は、公共負担責任の下に利権を得る。国民に不可欠な水（かつてほどの必須性は薄いが塩も）などのモノや、緊急サービス（採算性のない消防など）は独占化される正当性がある。また、民業サービスの発展で地位が下がるもの（交通サービス等）もある。
本来、特許事業は積極的な価値あるサービスであるべきだが、そこから得られる金儲け（利益）だけに注目しているものがある。それはタバコとギャンブル事業である。従って、この２業種は、本質的に「悪」を「偽善化」せざるを得ない事業といえる。
その「偽善化」とは、第一により悪い害毒物との対比である。例えばタバコなら麻薬等より害が少ない、公益賭博なら私的賭博のように暴力団の資金源にならないというものだ。第二は「許される娯楽」であるというものだ。パチスロや薬物ハーブがその例といえよう。競馬・競輪をスポーツという正当化もあるが、賭けが不可欠なスポーツなどない。
より問題なのは、特許事業の下では「隠された利権」が渦巻いていることだ。今や、タバコの小売販売業は自販機産業が広がり、そこに利権が移っている。その点、ギャンブルは事業全てが「特権化」している。場内の「予想屋」までがそうであり、宝くじ・totoの販売受託業は利権企業の極みである。結局、多くの発売機会があるほど、自動的に儲けられる企業だ。

複合観光施設とカジノ導入の危険
１．カジノ導入法案が秋の臨時国会に提出される。６月の維新の会案に続き、カジノ議連（ＩＲ議連）がカジノ、ホテル、展示場、会議場、ショッピングモールを含む複合観光施設（Integrated Resort）の整備を推進するものである。法案が必要となるのは、刑法で禁止されている賭博を、競馬・競輪・宝くじ等と同じように特別法によってカジノなら適用外とするためである。
　　カジノ導入は外国にもあり、観光客誘致のため必要というが、それらは宿泊施設等と一体となり、自然文化観光とは本来関係のないところで賭博が堂々とできるようにして客をよぼうとするものだ。多くのカジノは自国民の客を禁じているように「外国」からの金を得るのが目的だ。しかし、今回の法は日本人も対象にするもののようだ。
カジノには全ての賭博に共通の反社会性が否定できない。
　①賭博にともなう暴力団など犯罪組織の生成、賭け金が犯罪金や脱税金であったりマネーロンダリングすること
　②未成年者をはじめ、教育上の弊害、人生価値観を狂わせること
　③賭博による客の破綻、浪費者被害を発生させること
　④賭博依存症者を生むこと
　⑤賭博関係省庁や利権に伴う不正を発生させること　　　　などである。
今も世界のカジノでは「遊び」では済まない浪費と賭博に伴う周辺の反社会行為が続いている。
　　それは「正常人」といえど、カジノでは一時的にでも「ギャンブル依存症」「病的賭博」になる仕組みがあるからだ。売春施設の公認社会では、宗教・倫理・教育がどう説こうと人と性の「売買春」はなくならない。法が公認しなくても禁じても違法脱法はあるが、人の持つ射倖心を直接誘引する施設はギャンブル依存者を拡大する。それが日本のパチスロ、くじ、公営競技の現実だ。
２．カジノ導入では免許制を厳格にしたり、規制委員会を強化するというが、「天下り役人」と「賭博商人」を増やすことになる。そして、未成年者の入場を厳しく規制したり、依存症のある者は「本人」「家族」からの申出による入場規制、さらに「依存症」者対策費の負担まで検討するという。
　　しかし、今、200～400万人のギャンブル依存症を生んでいるパチンコ・スロット、公営競技（競馬外）、公営富くじ（宝くじ、toto）の「製造元」が、その責任をきっちりと果たす法整備こそ先行すべきである。現状は依存症者が生み出す犯罪、治療費は全て国民の税による社会負担とされている。これも放置され、対策を先送りする法案は危険である。
３．今のＩＲ構想には根本的な誤りがある。複合観光施設になぜカジノが必須なのかという点である。ホテル、会議場、展示場等の需要そのものが決定的に重要なのであれば、それを民間が中心となってやればよい。政府が大企業を応援して施設を作っても客が少ないと成功しない。会議場・展示場は需要がもともと少なく、むしろ利用は税金で開かれる会議（政府系）か企業と金持ちが使う施設である。庶民、ＮＰＯや市民は高額の会場費、宿泊費など支払えない。豪華な会議や宴会のために巨大施設を創って赤字も増やし、その維持は政府の税金からというのでは市民はたまらない。
ＩＲは豪華であろうとすると建設費、維持費共に巨大となる。建設産業や観光産業には税金を使い、そのためカジノが必要というのも本末転倒である。
　　そもそもカジノで国民にも賭博を広げ、その所得の収奪をするということは根本的に誤っている。賭博には正義は全くなく、要するに自ら生産はせず、人の金の上前をはねるものである。金持ちから公平に金を得るのは税の正しいあり方であり、貧弱者から金を取り上げるのが賭博である。
ＮＥＷＳ　　　日経紙のカジノ問題報道と解説
カジノ問題では経済関係テーマだけに日経紙が詳しい。先の15号で赤旗紙を転載させていただいたが、今回は日経紙を紹介。
第一は、9月25日の関西版。関西経済界のシンクタンクのアジア太平洋研究所の関西経済白書を紹介。ＩＲ（統合型リゾート）構想の関西での可能性を論じている。この記事は、ＭＩＣＥ（国際会議や展示会）をＩＲに誘致できるという過剰期待を諫めているようだ。
第二は、10月21日、超党派のＩＲ法案の動きと共に詳しく論じている。
これらで今後検討されるべき課題は一応わかるが、実際の多くは被害者が置き去りにされてきた。そして今回も先延ばしにされる可能性が大である。それは現在、公営ギャンブルで外国でも導入されている対策を全く取っていないからである。また、実はこの記事も視点を欠くが、ＩＲにカジノが何故不可欠なのかを全く説明できていない。東京のディズニーランドや大阪のＵＳＪは子供も参加する観光娯楽施設だが、これ以外に大人だけが集うカジノが何故セットされねばならないのか、国際会議場や展示場にカジノが不可欠か、全く説明されていない。
法案は、カジノがＩＲに不可欠としているようで、そこで生じうる問題を先送りされそうで全く無責任である。そして、カジノを実際に誘致する自治体も全く決められず、全国の自治体の「共同幻想法案」である。ちなみに、東京以外、カジノ誘致を希望する地方自治体のほとんどには可能性が少ない。カジノはアメリカでもアジアでも限られている。今声をあげている北海道から沖縄までのほとんどの自治体は“落選”必至である。
それにしても、ＩＲ議連を動かしている建設、観光産業とギャンブル産業、その利権にかかわる役人の複合体こそヤミの世界にある。
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①2013.9.25日経紙関西版
②2013.10.21日経紙
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サッカーくじ（toto）の拡大
　ＢＩＧを中心として2012年861億円を売り上げたスポーツ振興センターのサッカーくじ。10月18日、文科省、財務省、関係団体らは当初の思惑ほどでなくなお不満なためなのか、海外リーグを対象にしたりして通年でくじを売ると決めた。ドイツ、インクランドの試合を対象にし、コンピューターがくじを決め、実質宝くじと同じＢＩＧ３商品だという。2020年東京五輪費用に便乗した悪のり拡大商品である。
　サッカーくじの収益は柔道連盟らに不正支出されていたように、その公な使用と有効性について説明責任は果たされていない。ｔｏｔｏの“不当な販売ぶり”を自らのホームページに載せて悪徳商法を恥じていないし反省も示していない。
投稿　　　　　　　ギャンブルオンブズへの反論　　　鳥　羽　　櫛
＜１＞
　ギャンブルオンブズマンの皆さんは、ギャンブルを一律に悪と考えておられるようだが、そこから間違っているのではありませんか？
　ギャンブルは人間の本性の一つです。いわば、食欲、性欲と同じように考えるべきです。せいぜい食べ過ぎ、呑み過ぎに注意を求めたりするように過ぎたるを戒め、自己本位の欲求満足でなく社会の合意があればよいのではないですか。そしてタバコや酒のように特別に課税して負担も重くしてコントロールすればよいのではないでしょうか。
　行政のサービスのコストを負担する収入を何処に求めるかも、絶対的に正しいというものはなく、公平平等で人の自由を不当に妨げないものなら、直接の所得税も住民税も所有不動産にかける税も物品サービスの消費に応じて課税する消費税も了解されるべきでしょう。税にしても課税を受ける側の選択の余地を残しているものはタバコ、酒税、そしてかつての物品税のようにまだ公平です。必需品にもかける消費税より、大金を当てる夢を買うための対価ならその負担は覚悟すべきです。
　ギャンブル依存症というけれど人は酒・タバコや性に狂うことからすればまだかわいいものです。ギャンブルで得られる収益金は公益目的に使われるのですから、正当な「収益事業」です。
個別のギャンブルについても競馬は紳士淑女のスポーツです。軍馬を育てるという公共目的もあり、世界中が承認する競技に節度ある客が賭けているゲームです。競輪も今やケイリンとして国際的にもスポーツとして承認されています。公営競技として自転車をはじめ機械工学に貢献しています。そしてオートレース、競艇も産業と地方自治財政に貢献してきたのです。ただ近年、地方公営競技では赤字になっているところも多く、これは営業努力の不足とパチンコスロットやゲーム機に若い人が向いているからでしょう。
＜２＞
　パチンコ・スロットを事実上のギャンブルとして非難されていますが、事業者の言い分のように遊技であってギャンブルではないなどとは私は言いません。三店方式で客がお金に換えているのに、取り締まるはずの警察が見逃しているのは「汚職」です。
　ただ私は、法的には脱法ですが、パチスロは日本国民に定着した娯楽ギャンブルだと思います。問題は、民間の私企業にキャンブルを認めて大儲けをさせる必要性はないというところでしょう。パチスロには税金を重くし、脱税企業は取り潰してよいと思います。日本全国で4000もの企業が12000店もの店を開くのは異常であり、むしろ公営ギャンブルの敵でもあるからです。パチスロは遊技業としての本業に戻るべきという点では、ギャンブルオンブズの皆さんと一致します。それに、皆さんが眼の敵にするギャンブル依存症を生んでいるのはほとんどパチスロなのです。依存症の人が300～400万人いるというのは過大評価だと思いますが、その半分としてもパチスロがほとんどの原因なのです。
　同じギャンブル故に公営競技や宝くじ、totoまでが問題とされ批判されるのではたまりません。ギャンブルオンブズの皆さん、ミソとクソを同じにしないで下さい。
　次に、宝くじとtotoですが、ギャンブルを肯定する者としてこの両方とも客に45％しか配当しないという世界一のボッタクリには私もヒドイと思っています。それに、くじを売るために客をバカにしたり、詐欺的な広告はいただけません。配当率を多くして、当選者からは所得税をいただくというような公平性、透明さを確保すべきでしょう。ただ、宝くじやtotoの社会的存在は世界的にも認められているように公認されるべきです。
＜３＞
　最後に、カジノですがもちろん賛成です。金持ちが金を落としていただくためにカジノがあります。パチンコのように誰でも何処でもというゲームではなく、限られた客を相手にするのですからパチンコの100分の1の害もありません。むしろ、入場者の管理もできるカジノは本来の賭博場であり、他のギャンブルも本来「かくあるべし」です。
　世界のカジノをみれば判りますが、外国からの客にギャンブルで遊んでもらうのは問題ないでしょう。日本人客は入場制限してもいいでしょう。適正な入国をした外国人客に適法に持ち込んでいただいた金を使っていただくことのどこが悪いのでしょうか。
　ただ、導入を求める日本の経済界にしても誘致希望自治体にしても心配するところがあります。ＩＲ（複合観光施設）についてカジノがあれば良いと安易に考えているように思えます。カジノがあればＩＲがプラスになるというのであれば判りますが、カジノ以外でも集客、収益を得られるだけの計画事業が必要でしょう。会議場、展示場、ホテル等の赤字をカジノの黒字でカバーするというのは邪道です。政府がカジノに特別の許可を与えるのは、政府に特別の利益を具体的にもたらす計算書が必要です。文字通り利益がアカウントされ、そのマイナスよりはっきり上回るという説明責任ができるものでなければ行政は応援できません。お荷物になる巨大な複合観光施設に、政府自治体は金を出すべきではありません。従って、全国に数多くのＩＲを設けることは現実的ではありません。この点、今のＩＲ議連の動きは支持者が関係企業のため「いい顔」だけしているので心配です。
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ギャンブルの日
　日本では、月日の読み方にシャレて「○月×日は･･･の日」と名付け、これを営業戦略に使う。
例えば、宝くじを売る旧勧業銀行（現みずほ銀行）は９月２日をくじの日として宝くじ宣伝の日にしている。今年はこの日に記念の宝くじを販売した。９・２を苦事といわず籤と呼ぶのは一つのくふう（９・２）であるが、９月２日は宝くじ制度発足に特別の意味ある日ではない。
調べたところ、競馬は、９月１６日を「競馬の日」といい、日本中央競馬会（ＪＲＡ）の発足日だが、大レースとは関係ない。だから宣伝もされていない。競輪の日は見当たらない。競艇（モーターボート）は、下関の競艇場のみ、創始者笹川良一の誕生日を「競艇の日」としているが恥ずかしい。オートレースの日はない。公営競技は、○○記念レースはあっても語呂合わせの記念日はないようだ。
ｔｏｔｏ（ト・ト）は、語呂合わせで１０月１０日にしている。
宝くじに戻ると、９月２日には、前年９月１日～当年８月３１日までに発行された過去のハズレ券を対象にした再抽籤が行われる。下４桁（１２３４というように）つまり１万本に１本、お金ではなく歩数計や米２ｋｇなどが当たるという。このチラシに「時効当せん金ゼロを願って宝くじの日を定めました」と制定動機が書いてある。しかし、ここまでいうならいつ販売した何番のいくらの当選金が未払いになっているかを案内しなければ「当せん金ゼロを願って」とはいえない。時効になった金は発売者の収入になるから、取りに来なくて良いと腹の内では思っていると言われるだろう。
宝くじに苦言し苦事をいう我々のようなオンブズマンをも無視せず対応するのでなければ、宝くじの日と言ってもらいたくない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（苦事勇太）
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みずほ銀行と宝くじ詐欺商法
　みずほ銀行は、宝くじ発売元の全国都道府県や政令市から委託を受けて、①宝くじ（ロト、ナンバーくじを含む）の発券、②販売（再販売委託業務の管理監督を含む）、③当せんの決定、当せん金の支払事務、④法定収得金の発売自治体への納入、⑤委託料の収納報告までの会計精算と報告といった処理を行う。販売額の15％弱は販売関係経費で、その中から収益を得ている。
　ところで、近時宝くじに関して詐欺商法、悪徳商法が絶えない。当せん金の受け取りに係わる詐欺もあるが、今最も堂々とされている詐欺でみずほ銀行も発売元も見逃しているのがロト６などの当せん番号予想にまつわるものだ。当せん番号を教えるとしてその手数コーチ料をとる詐欺で、何十万円もの詐欺被害が届けられると警察はこれを捜査する。これ以外に確実な予想方法があるとの教本を買わせる、また確実に当てる機器を売るという詐欺もある。3万円以上でルーレット様のもの（価格は1000円以下？）を確実に当てるとして売るのはどうか。「必ずホームランが打てるバット」を売る以上の詐欺である。確かに打つことは可能だが、もし素人が10回打って9回ホームランと宣伝し、本来1万円のバットを100万円で売れば詐欺になろう。そんなことを信じる者がバカだといわれるのを恥じて訴えないだろうと狙った悪徳商法があるが、これは詐欺行為である。
　これらは新聞雑誌で案内され、申し込めばパンフが送られてくる。そのパンフには、この金運ルーレットで千万、億円が当たったとして札束を目前に重ねたその人の顔写真を名前付きで紹介するものが続々と載せられている。
　実際には偽名だろうし、その人がこんな使われ方をするとして写真を撮ったのかも不明だ。正式な会社名・代表者名はないし、○○本部長といった差出人も偽名だろう。豪華なパンフをつくり、1個約3万円で今回350個限定販売するという。（パンフ作成や送料からいって350個では商算が成り立つのかと思うのは余計な心配か。）1000万円どころか実際には3500個売れば1億円を稼ぐのだろう。
　こんな詐欺商法について、みずほ銀行に問い合わせると、ロトの当選数字を確実に当てる方法はないことや、写真入りのパンフの詐欺的販売であることは認めるも、①自らこの営業をしたり協力したりはしていない、②被害届が出されて警察が捜査するなら協力する、③しかし、自らは動かないし何もしないと言明した。自らの受託事業を妨害する不法・不当な詐欺商法を摘発しないのかと言っても、知らん顔をするというのだ。
ついでに言えば写真にある億円に達する札束の写真は偽札だ。100万円の帯に銀行の名もなく、番号は同様であり、これを印刷した偽札との注意書きもない。ちなみに1000万円を超える札は縦・横に銀行名の帯が入っている。登場する人物は自らがどういう役割をしているかを知って謝礼を得ているであろうから「共犯」である。
これに関係する「詐欺本」の著者や出版社の責任も重大である。嘘のことを書いた本を売っても詐欺にはならない。占いの本と同じで信じる者の判断というのだろうが、また欲に目をくらませている客といえど、こんな「商法」は反消費者的である。
みずほ銀行自体、「今日は大安吉日、一粒万倍日」と店に表示することは問題ないという見解を示した。仏滅や不成就日などの日を表示しないのは、大安や一粒万倍日については積極的に掲示告知して売って欲しいとの客の要望が多いからということだった。係員は「不成就日」を知らず、大安が実は不成就日でもあったり、一粒万倍日が実は仏滅の場合があることも知らなかった。要は、売る店が宣伝上都合の良い日だけを大きく貼り出しているだけなのに、こんな屁理屈をいうのだ。客の要望とは購入者のどれだけによるのかのデータももちろん言えなかった。
宝くじは、みずほ銀行、その再下請の販売業者、売り子までが1枚売ればこれだけ儲かるというシステムの下で、誤解した客であろうと買ってくれさえすれば良いという商法である。結局、宝くじ商法はギャンブル依存症からその予備層、あるいは淡い夢でほとんど当たらないくじを売る準サギ商法である。
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊投稿　　　　　　　　　　　　　偶然と必然
　たまたまの事態でどうなるか判らない偶然と必ず生ずる事態の必然は、人知では判らないことの多いことを示す。ならば、自然現象はどうか、歴史はどうかというと、必然の事態という人が多いが100％そうかというと疑問がある。
　今、宇宙論が盛んであるも、その成立は必然かというとたまたまの“ゆらぎ”という人もいて、我々の存在そのものが偶然か必然か究極のところはっきりしないのである。今のところはデカルトのいう「我思う故に我あり」とでも言うしかない。
　このように哲学と理学の根本にわたるテーマをギャンブルの世界で考えると、偶然と必然の世界にさ迷うゲームであるといえる。偶然なのに予測できたら金が儲かるのがギャンブルで、遊びでは済まないレベルにしている。公営ギャンブル、パチスロ店やカジノのオーナーは、必ず勝つ胴元の側にあるから必然を前提に経営している。ただそれは、子である客と胴元との関係である。経営主体の良否、店間の競争による負けはあるから、商売の成功という点では必然性を欠く。地方公営ギャンブルの赤字や、パチスロ店が競争に負けたり大が小を喰う実態のあることは、企業として必然ともいえる。
　要するに、争い（競争）は勝敗を決めることで勝者と敗者を必然に生む。戦争でもそうだ。ただし、結着がなかなかつかずに骨折り損（くたびれ儲け？）もある。現代の戦争では勝者も「被害」が大きく、その被害を償えないことが判るから「反戦」がよい。
　ギャンブルもその良い面だけを視て「公設」「容認」される。しかし、負の面を正しくとらえると公認できず、限られた遊びの世界にすべきことがわかる。少なくとも依存症まで生むことはない。病気になるレベルのタバコや酒が禁じられるように、ギャンブルも依存症を生むことは許されない。これを客の自己責任だと知らん顔するギャンブル経営者や容認論者に、では麻薬・覚せい剤対応をどうするのかと尋ねると、それとギャンブルでは異なると言うに決まっている。依存症とまでいかなくても、嗜癖（アディクション）を生むものはコントロールが完全にできる人にのみ「売っている」と証明できてからにして欲しい。
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
宝くじ売りおばさん
昭和20～30年代を描いた「三丁目の夕日」（西岸良平作）のビッグコミックス第40集に収録の「ゆく年くる年」11話は、家族を捨てて逃げた夫を捜しつつ、宝くじを路上で売って子供を育てている母と少年の物語です。昭和23年に1枚20円、1等50万円の宝くじが、昭和30年代になると1枚100円、1等400万円になって描かれています。母（妻）は父（夫）を見つけるも逃げられてしまう。以来、母は深酒と宝くじの多数買いを続け、子供が成年に達するや、肺炎で母は死んでしまう。その母が当てた賞金の最高は4000円でした。子は結婚し、子供も出来、街で1枚100円、1等800万円の宝くじを売るおばさんに母のイメージを回想する年末風景というストーリーです。
　たしかに、戦後長く冬寒の下でもアセチレンガスの灯で宝くじを売って働くおばさんがいました。その夢をつかめた売店のおばさんはどれだけいたでしょう。宝くじを売る仕事が「救貧」と「職業」提供でもあったことは事実でも、より本質は全国の自治体が庶民に「夢」を売ってほとんどには損をさせる「収奪」であったことを忘れてはならないのです。
　ただ、この物語の12話は「貧乏神」というストーリー。一年間、その一家の子供は1回5円の「あて物」を買えども「スカ」が続く。夫は勤務先の社長に12月30日に夜逃げされて給与がなく、月末払いのたまった31日に「居留守」を続けていたところ、12月31日の夜に棲みついていた貧乏神が逃げ出す。翌日の元旦、宝くじは当たり、子供の「あて物」も1等、夫も再就職が見つかるという、これこそ全く夢のような話です。
　昭和30年代の人々の生活人情を肯定的に描く「三丁目の夕日」には悪人らしい悪人はいません。「死に神」や人並みに話す犬や猫やネズミも人の良き仲間で、ほとんどがハッピーエンドになっています。こんな物語のほのぼのマンガなので映画にもなったのでしょう。
今、競馬・競輪・パチンコなどを描くギャンブルマンガは、ギャンブルに熱狂する者、そのワザを競うものがほとんどで殺伐としています。やはり今のギャンブルが間違っているのです。
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

１．10月10日、福岡県の森山Ｄｒより「臨床精神医学」第42巻9号掲載の「病的ギャンブリングの今日的課題」をお贈りいただいた。先生は、ギャンブル依存症の社会的啓発をいち早くされてきた第一人者であり、今稿で、今や400万人という病的ギャンブリングの病者と家族は病気の不幸以外に、①最大原因のパチスロがギャンブルとされず、②マスメディアも広告費依存のため報道を自己規制し、③行政もギャンブル抑制より自ら推進する無理解、④精神科医学界が有効な薬のない疾患に注意を向けないことで、さらに4つの不幸を背負っているとまとめられている。
　　この理でいえば、政治家もカジノ議連に集まり、パチンコ議連やパチンコ企業の政治アドバイザーとなっている。ちなみに、社団法人遊技関連事業のＨＰに2013年10月23日現在の自民党23名、民主党6名、日本維新3名、生活の党1名、計33名を紹介しているので転載させていただく。
　　森山Ｄｒの論旨でいえば、司法界でもギャンブル被害者に不幸を与えていることがある。それは、パチンコを含む賭博（特に公認ギャンブル）への偏見ないし誤解である。ギャンブル依存症を病者の個人責任と考えて法的にも評価判断してきたし、その依存症者を生んでいるシステムへの反省がないことである。司法もギャンブル産業と依存症を生み拡大させたことに正しい判断をしていないのである。これは裁判所、検察庁、弁護士会とその判事、検事、弁護士の責任でもある。
（社）日本遊技関連事業協会「政治分野アドバイザー」（2013年10月23日現在）
　○自由民主党（23名）：鳩山邦夫、山本有二、野田聖子、木村太郎、岩屋毅、田中和徳、竹本直一、原田義昭、山本拓、髙木毅、山口泰明、坂本哲志、松島みどり、左藤章、西村明宏、葉梨康弘、秋元司、中川俊直、武井俊輔、熊田裕通、白石徹、伊達忠一、大家敏志
　○民主党（6名）：海江田万里、生方幸夫、増子輝彦、小川勝也、羽田雄一郎、安井美沙子
　○日本維新の会（3名）：小澤鋭仁、松野頼久、上野ひろし
　○生活の党（1名）：鈴木克昌
２．パチンコ・パチスロ業界が会社四季報業界地図2014年版に２頁で紹介されている。
　　これによると、パチンコホールは消費者ローン貸付残高と同様のカーブを辿り、売上（貸玉料）は2011年に20兆円から18兆円となり、一方、貸金業残高は10兆円から8兆円になっている（原典2012年レジャー白書）。両業界は連動してきたのだ。パチンコ店は2012年に12149店になったと警察庁が発表している。（しかし、矢野経済研究所の調査では2012年に3975企業の11765ホールというデータもある。）
　　◇パチンコ・スロット企業（2013年3月期）◇
	
	企業
	売上高
	営業利益
	上場／非上場

	１
	マルハン
	2兆1368億円
	396億円
	非上場

	２
	ダイナム
	9291億円
	342億円
	非上場（香港のみ上場）

	３
	オザム
	4046億円
	70億円
	非上場

	４
	ガイア
	3777億円
	102億円
	非上場

	５
	平興産
	2674億円
	155億円
	非上場

	６
	ニラク
	2407億円
	64億円
	非上場

	７
	ＡＢＣ
	2311億円
	51億円
	非上場

	８
	合田観光
	1654億円
	24億円
	非上場


　◇パチスロメーカー企業（2013年3月期）◇
	
	企　業
	売上高
	営業利益
	上場／非上場

	１
	セガサミー
	3214億円
	190億円
	上場（6460）

	２
	三洋物産
	2125億円
	―
	非上場（2012年8月期）

	３
	京楽産業
	1908億円
	489億円
	非上場

	４
	平和
	1771億円
	344億円
	上場（6412）

	５
	フィールズ
	991億円
	70億円
	上場（2767）

	６
	ＳＡＮＫＹＯ
	469億円
	358億円
	上場（6417）

	７
	ユニバーサル
	2311億円
	62億円
	上場（6457）

	８
	藤
	1654億円
	24億円
	上場（6257）


　　なお、マルハンはマカオでカジノ開発をするサクセス・ユニバース、ユニバーサルはラスベガスカジノのウィン・リゾーツに出資し、京楽産業はＡＫＢ48、ＳＫＥ48らの商標権をもつＡＫＳや吉本興業に出資、役員派遣している。
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事務局だより





当会は財政上は専らカンパで成り立っています。


会費・カンパを下記口座までお願いします。


記


りそな銀行　北浜支店　普通０１１５７１９


口座名義：ギャンブル被害をなくす会
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